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後進国経済開発計画と外資
—その理論的模型—
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]I. 多部門模型ー資源の最適配置問題
][．数値例による説明
ま え が き
人口過剰，資本不足と低所得の悪循環， これらの事態にある後進諸国に
おいては，国内貯蓄に比べて過大な経済開発投資を遂行して離陸的発展を
図るためには， この計画投資と国内貯蓄のギャップを埋めるため借款・援
助などの外資が不可欠であるということは論をまたないところである．
本稿では純粋に理論的な観点から後進国経済開発計画と外資の問題をと
りあげる．
(1 
まずIでは， S. A. ABBAS [1]が数値例でもって示した諸ケースを参考
としながら，開発のための資本所要額，外資所要額の算定の問題を定式化
する． この分析方法は巨視的で，各産業部門への投資配分率が何らかの
plausibleな方法で既にきめられているという前提のもとで模型が構成さ
れる．
ついでIlでは， H.B. CHENERY AND H. UZAWA [2] の経済開発におけ
る非線型計画の論文に解説を加えながら， それをわれわれの問題とする与
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えられた外資制約のもとでの資源の最適配置の問題に適用する．
方法は多部門的でかつ非線型計画理論の一応用問題である．
この分析~
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皿では，以上二種類のそれぞれ異なった視点，異なった分析方法のもと
での経済開発計画と外資の問題にかんする模型にたいし，仮設的な数値を
与えて計算方法を考察し，説明を加える．
12 
注（1) 昭和37年2月のアジア経済研究所の委託調査研究に報告した小稿「東南アジ
ア諸国の経済開発計画と外資所要額」においては，ィンド，フィリピン，クイゲ
ビルマ，バキスタンにかんして，これら諸国の経済開発計画において外資所要
額がどのように見積られているか，また過去の実積と比較してどのようなこと
が観察されるか，という問題を具体的計測的にとりあげている。
(2) H.B. CHENERY AND K. S. KRETSCHMER [3], H.B. CHENERY AND P. G. CLARK. 
[4]および H.B.CHENERY AND UZAWA [2]においてほ，南イクリアの投入
産出表にもとずいて計算がなされている．東南アジア諸国にかんしては，われ
われの理論的模型を実際例に適用しうるような，たとえば限界資本・労働比率．
とか産業連関表のごとき資料が不足している．
I. 巨視的模型。~外資所要額の算定
経済開発計画の目標 (target)をつぎの三つに区分する．
(i) 
(ii) 
(ii) 
1人当り所得の増加．
各産業部門への投資配分．
雇用水準の増加．
ケースA
ここでとりあげる問題をつぎの二つのケースとする．
(3) 
(i)を所与とし，（ii)を自由変数として（i)を目標とする．
ケースB (i)を所与とし， (i)を自由変数として (ii)を目標とする．
以下で使われる記号を説明する．
添字 tは第 t期を，添字0は初期を示す．各期について不変なものにつ
いてはこのような期を示す添字はつけない．
Y1 
N1 
国民所得
人口
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It 
St 
N匹
N(wt 
Nuwt 
CI 
c, 
△Nwt(1) 
投資
貯著
労働人口
農業部門労働人口
非農業部門労働人口
限界資本・労働比率
限界資本係数
経常労働人口増加
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r＝△N芝／△N1, rは定数
△Nwt(2） 
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a
s
 
農業部門から非農業部門へ移転した労働人口
人口増加率，定数
貯蓄率 (=St!Yふ定数
つぎのことに注意しなければならない． 一国の産業部門をm個に分ち，
各部門の限界資本係数を C,iとし，各部門の限界資本・労働比率を Cuと
し，各部門への投資配分率を 8i（ただし 8iこ0，エf＝18;=1) とすれば，
一国全体を平均した限界資本係数 c,と限界資本・労働比率 Ctはそれぞ
れ， c，＝LJ'/'=18;C,;,C戸エr＝ふCuである． 両者は投資の各部門への配
分率が変化すれば当然変化する． C,とC1が計画の途中で変化するばあい
は皿の数値例で考察される．
ケースA 上述の三つの目標のうち，（i)を所与とし，（ii)を自由変数
として (i)を目標とするケースである．すなわち，各部門への投資配分率
が何らかの plausible な方法で既に与えられておって， 1人当りの所得
を年々 8という率で増加させるには投資は各期においてどれだけ必要とさ
れるか． またその結果として外資所要額はいかほどであるのか，そしてま
た，麗用量はどのような変化を受けるかという問題をとりあげる．
t期の人口 N心 N。を初期の人口として，
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(1.1) N1= (l+a)1N。
t期の人口増加△Ntしま
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(1.2) △Nt=Nt-Nt-1 =a (1 +a) 1-1N。
t期の労働人口の増加△Nwtvま
(1.3) △Nw1=r△N戸 ar(1 + a) 1-1N。
1人当りの所得を年々 8という率で増加させるに必要な国民所得の成長
率を rとすれば， t期の国民所得は
(1.4) 
（
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(1.5) 
Y,=(l+r)1Yo 
t期の 1人当りの所得 YJN/fま
Yt!N戸
(l+r)1Yo 
(1+aVN; 
8とrは
)
、
‘
,
'
6
7
 
．
．
 
1
1
 
ヽ
＼
、
し
8= （忍—如）／（如）＝ロ
r=a+(3+a(3号 a+/3
所得の増加△Ytiま
(1.8) △Y,=r(l +r)1-1Yo= (a+/3) (1 +a+{3)1-1Yo 
この△Ytを生産するのに必要な投資 Iパま
(1. 9) L=C心Yi=Cy(a+/3)(1 +a+/3)←1Yo 
I1によって生みだされた雇用増加を△Ltとすれば，
(1.10) △L1=LIC1=CyC戸 (a+{3)(1 +a+{3)1-1Yo 
かくして失業の増加（負はその減少）は
(1. 1 1) △Nw1—△L戸ar(l+a)HNo-CyC戸 (a+(3) (1 +a+(3)1-1Y。
四
t期の国内貯蓄 Sバま
(1.12) S戸 sY1=s(l+r)1Yo=s(l +a+{3）/Y。
かくして t期の外資所要額 It-stiま
(1.13) L-S,= (1 +a+/3) 1-1 { (a+/3) (Cy-s) -s} Y。
民間資本および贈与，借款，援助などの純資本流入が存在しておれば，
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それを (1.13)
る．
ケースB 上述の三つの目標のうち，
として (ii)を目標とするケースである．すなわち，各部門への投資配分率
が何らかの
の外資所要額から控除すれば，
plausible な方法で既に与えられておって，経常労働人口増
加分と，農業部門における偽装失業者の年々一定数の非農業部門への移転
分とを，追加的雇用として吸収するのに必要とされる投資額，
また外資所要額が各期においてどれだけ必要とされるか．
して 1人当りの所得はどのような変化を受けるかという問題をとりあげる．
t期の人口 N1と人口増加ぶNtiま
(1.14) 
(1.15) 
(1.16) 
(1.17) 
あるから，
N1=(l+a)1N。
△N戸 a(l+a)1-1N。
経常労働人口増加△Nwt(1)は
△N,ut(1)=r△N1=ar(l+a)1-1N。
経常労働人口増加△NWI(1)と農業部門から非農業部門へ移転する労働人
口△NwP1の合計は
△Nwt(1)＋△Nw/Zl=ar(l +a) t-1No＋△Nwl2) 
ここで△Nw/(2）しま tにかかわらず定数と仮定する．
ている．
われわれの目標は△Nwt(1)＋△Nw(2)
しくするような投資額を求める．
△N副＋△Nwl2)＝△L1とより
その残りが不足外資額とな
(i)を所与とし，
それゆえ添字 tは省い
だけの厖用量を高めるということで
この雇用量と投資 Ittこよって作り出された雇用量△ L1とを等
限界資本・労働比率
(i) を自由変数
したがって
またその結果と
C戸 It!△L1と
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五
(1.18) L=C1 {ar(l +a) 1-1No＋△Nwl2l} 
その結果としての所得の増加は
(1.19) △Y戸 L/Cy=C,cy-l{ar(l +a)1-1No＋△Nw121} 
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t期の所得は
(1.20) 
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(1. 21) 
Y1=Yo十ヱ△Y;=Yo+C,C戸[rNo{(l+a)1-l}+t△N史］
i=l 
1人当りの所得 Yt!N1vま
YIIN戸
Yo+C,C戸[rNo{(l+a)1-l}+t△Nwl21] 
(1+a)1N。
貯蓄 Sパま
(1.22) S戸 sY戸 sYo+sC,C戸[rN。{(l+a)1-l}+t△N炉］
外資所要額 It-stiま
（
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(1. 23) It-st=Cパar(l+a)HNo＋△Nwl2l}-sY。
-sC1cy-1[rNo{ (1 +a)'-1} +t△N央］
見積られうる民間資本，贈与，借款，援助などの純資本流入をこの外資
所要額から控除すればその残りが不足外資額である．
以上A,Bケースの数値例は皿で与えられている．
注 (3) われわれが定式化したケースA, Bは S.A. ABBAS [l] の数値例ケース I[,
皿に対応するものである．
II. 多部門模型—資源の最適配置問題
ここでは Iとほ視点を変えて，所与の外資のもとで以下に述べる計画問
題の解である生産額，輸出入額， および外国為替と労働の shadowprice 
を求めるという問題を， CHE NERY AND UZA WA  [2] のケース皿および1I
に拠り， わたくしなりの理解のもとで解説を加えながら考察する．
9. 
ノ‘
m種の望まれたる財（最終需要） とl種の基本的要素が存在している．
ここでは l種の基本的要素は資本，労働および外国為替の三種とする． こ
こで基本的要素とは， それ自体が最終的に需要されずかつ体系外から手に
入れうるものをいう．外国為替は輸出することによって手に入れうる部分
については中間財の性質をそなえているが，借入れによって手に入れうる
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部分については体系外から入手しうる基本的要素である．それゆえわれわ
れは外国為替を基本的要素としてとりあっかうこととする．つぎに，結合
生産はないものと仮定され，諸量は現行市場価格で測られている．以下に
使われる記号は．
Xj 
Mj 
Ej 
aij 
生産活動jの水準（財jの生産）
輸入活動jの水準（財jの輸入）
輸出活動jの水準（財jの輸出）
財 jの1単位の生産のために使用された財 iの量，すなわち財
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投入係数
Wj 
投入係数
Ci 
投入係数
gj 
（
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財jの1単位の生産のために使用された労働量，すなわち労働
財jの1単位の生産のために使用された資本量，すなわち資本
財jの1単位の輸入に必要な外国為替表示費用，すなわち輸入
品 1単位の外国為替表示価格
h
i
y
i
L
D
 
財jの1単位の輸出にたいする外国為替表示価格
財 iの最終需要量
労働の供給量
貿易入超，すなわち外資流入額． これは外国為替表示である．
計画問題
以下 (2.2)-(2.5)の制約のもとで，必要とされる総資本C
C＝~cぷi
J 
を最小にすること．
(2.1) 
七
制約条件ほ
(2.2) 
(2.3) 
非負性 X迄 0,M迄 0,E迄 0,j=l,…. m 
最終産出 X叶 Mi-Ei心 a;;X;-Y溢 0,i=l,…,・m 
J 
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(2.4) D＋ヱhj恥一因約M謳
Lー4'wjxj~o
なお財投入係数はつぎの性質を有しているとする．
(2.5) 
外国為替バランス
労働供給
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au~O, L:Jau<l, j =1, ・・，
この (2.6)の条件は後で知られるように，解の存在と一意性のために必要
(2.6) m 
（
木
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とされるものである．
各財貨の輸出醤はその輸出品の外貨表示価格加の函数とみなし，
リニヤー函数を仮定する．
つぎの
(2.7) hj=n+pjEj n>O, Pi<O 
また，輸入品の外国為替表示価格 gjは不変とみなされる． なぜならば，
その国の輸入需要は世界市場に比べてごく僅かな部分を占めるにすぎず，
したがって輸入価格めに影響しないと考えられるからである．他方，輸
出にかんしては， たとえ世界市場価格はこの国から供給される輸出量に影
響されないとしても，輸出量の増加と共に増加すると予想される費用一従
来よりもヨリ遠隠の市場へ送らねばならないための追加的費用とか，追加
的販売費用ーは輸出量の増加と共に輸出からの純収益を減少させるので輸
出品 1単位にたいて得る外国為替量すなわち hjは減少せざるをえないと
考えるからである．
資本投入係数 Cjfま財jの生産量のリニャー函数とみなされる．
(2.8) Cj=aj十釦xj
また限界資本投入係数 Cj*をつぎのように定義する．
(41 
(2. 9) Cj*=aj+2約Xi
aj, {3j~o 
aj, 8jこ0
ノ＼
われわれの計画問題に KUHN-TUCKER[5] 
示そう． KUHN-TUCKER の定理3
の定理が適用されうることを
151 
（同値性定理）は， もしもわれわれが
(2.1) 式の~cぷj を最小にするという問題を， ー2Jcぷj を最大にする
という問題としてみるならばつぎのことを要求している． _~CjXj 
J 
の
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凹性，すなわち工Cixjの凸性および制約 (2.2)にたいして (2.3)-(2.5)
の不等式左辺の凹性．
まず ~cぷj の凸性をしらべる．
Xj,Xj'~o なる任意あ Xi と Xi’ をとり l~t迄o tょ0にかんして aj{8Xi
このためにはc;X;の凸性をみればよい．
+ (1-fJ)X且＋約{OXj+（1-0)Xj’}2ニf)(aふ＋約幻） ＋ （1-0） （aふ '
＋約X戸）が成立することをみればよい．計算の結果約(Xj-Xj’)2こ0と
なり， ここで約~o であるからこの式が矛盾しないことが証明され， CIXj
は凸函数であり， それゆえ ~CiXi ~ま凸函数である．
1 
つぎに制約式(2.3)と(2.5)の左辺は一次式であるから，当然広義の凹函
数である． (2.4)式左辺についてみると， Ei,Ei'こ0, Mi,Mj’~o なる任
D＋4[r;{OEけ (1-0)E/}+p;｛炉E1.2＋
2(}（1-0)E;E/ + (1-0)2恥'2}-g;{OM;+(1-0)M;’｝］ ~D+4[(}{r品＋
が成立することをみれば
意の Ej,Ei',Mj, Mi'をとり，
PiEi2-giMガ＋（1-0）｛rjE'＋碑/2-g閾＇｝］
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よい．そのためにDを両辺から消去し，工を省いて計算の結果 (Ej-Ej)2
~o となって明らかに矛盾しないから（2.4) 式左辺は凹函数である．
つぎに
うことをしらべなければならない．
されるから，制約式(2.2)-(2.5)をみたすペクトル (Xi,Mi, Ei) = (X1, 
…,Xm, M1, …， Mm, E1, …， Em)の集合が凸集合であることをみれば
よい．
KUHN-TUCKERの制約集合にかんする制限がみたされているとい
(Xj(1J.Mj(1J.E炉）
る任意のペクトルとしよう．
それは制約集合が凸集合であればみた
と (Xj(2)'
集合に属することを証明すればよい．
Mj(2),E炉） をこの制約集合に属す
この二点を端点とする線分がやはりこの制約
()1+()2=1,()1,()2~0 として，
九
0ぷ炉＋ぁX炉ほ X1」1)三0, X1j2)~o. 61, 6全 0
より非負である．同様にして， 61M炉＋ぁM,.(2）~O. 61E炉＋ぁEj(2)~o がす
制約式 (2.2)について．
ぐにしたがう．
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制約式 (2.3)について． 01X炉十舵X炉＋01試叫舵M炉ー(}1Ei1)＿舵E/21
＿ヱaij(Oぷj1)＋0ぷ;121) -Y;=01 (X/11+Mi11-E炉ーユaiixjill-Yi)
あ(X炉＋Mi(21-Ei(2)ーユaiぷj12)-Yi)-（Yiー伽＋02)Y;)この式は非負であ
なぜならば，右辺第 1項および第2項のかっこ内は非負であり
＋ 
後
進
国
経
済
開
発
計
画
と
外
資
る． 01, 
02~0, 01十伽＝1よりしたがう．
（
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制約式 (2.4) について． D+~[r;((}1E炉＋ぁE戸） ＋Pi(}ぶj(1)＋(}2E炉）打
＿4lg鳩 M炉＋伽Mj(2)）＝(}1[D十工(rj切 E炉）E炉ー立M炉］ ＋釦 [D+
工(rj切 E戸）Epl]+D-((}1国）Dー(}1(1-(jl)工Pi(E炉）2_
(}2(1-(j2) 工Pi(E}叩＋2(j必~E炉E戸， この式は非負である．
右辺第 1項と第2項の［ ］内は非負であり， p;<O, 01,(}2~0,(}1+(j2=1, 
なぜならば
Ej(1),Ej(2)~o より右辺第 3 項ほ 0 となり，
かくしてこの式全体は非負である．
第 4,5, 6項は非負となり，
L一~Wj飢X炉＋舵X戸）＝0l(L一 ~WjX/11) + 
J 
()2(Lー~wぷj12)）-（仇＋伽） L+L, 右辺第 1,2項のかっこ内は非負，
()1, 02こ0,0け伽＝1よりこの式の非負性が知られる．
制約式(2.5)について，
かくして制約式のすべてについて検討した結果，制約集合は凸集合であ
ることが判明した．
以上最小にさるべき目的函数 ~CjXj の凸性，すなわち最大にさるべき
制約不等式左辺の凹性，目的函数ー~cぷj
J 
凸集合であることを立証したので，
の凹性， および制約集合が
KUHN-TUCKER の定理 3,定理 1,補
助定理 1を使うことができる．すなわち， われわれの最小問題を解くこと
1
0
 
しまつぎの Lagrangianの鞍点を見出すことである．
cp (x, P) ＝—匹ふ＋匹j(Xiー ~aj;X;+Mi-Ei-Yi) 
＋巳（L-~Wj瓦）＋Pf(D-工釦Mj＋四h厄）
J J 
ここで x=(Xj, Mj, Ej) = (X1, …， Xm, M1, …， Mm, E1,.. •, Em), 
(2.10) 
P= (P;, Pw, Pf)= (P1, ・・, Pm, Pw, Pf)である．
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すなわち，活動水準のベクトル元＝（Xj,Mi,Ei)は (x,P）が cp(x,
p) の鞍点であるばあいにのみ，いいかえれば，
恥）~o と P=(Pi, Pw, P1)~o にたいして
rp(x, p）ニ¢(元,}）ニ¢（元， p)
であるような価格のベクトル}=佗］，瓦， PJ)が存在しているばあいに
のみこの問題の最適解である．屁， FW9朽はそれぞれ財 j=l,…,m，労
(2.11) 
働および外国為替の最適 shadowprice 
替の機会費用に相当する．
とよばれ，財 j,労働，外国為
au~O, Yj>Oとする．
Mi, Ei) 
(2.12) 
にかんして
Xj+M炉 0
それゆえ制約（2.3)は任意の到達可能な (Xi,
j=l, ・・, m 
あらゆる x=(Xi, Mi, 
以下われわれはつぎの二つのケースに分って問題を考察しよう．
16) 
Yi, L, D, Wj, gjが正の定数であり， Cj=a叶約Xi,
Cj*=aj+2約Xi
ケースA
ケースB L, 
+2/1ぷj
ai, 約~o とされる．
D, Wj,約が正の定数であり， Cj=aj＋約Xi,ci*=ai 
CXj, 約~o とされる． Yj はケースAのように定数ではなく，帰
属価格 (imputedprice) Pi,…,Pm, Pw, Ptの函数であるとする．
ケースA
(2.13) 
(2.10)式を整理して，
q;(x, P)=PwL+PJDー~pjy斤ヱ {(Pjー~p叫j-PwWjー
aj) xjー約X内＋LJ(Pj-PJgj)Mi十L){(PJn-P謹 j
+PJpjE月
KUHN-TUCKERの補助定理 1の(1), (2)を適用して，任意の与えられた Pw
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、と Pftこかんして，
加
OMj 
--＝Pj-Pfg溢 0
／＼ 
ただし等式は M炉 0のばあいに成立する．
如 ＾
oxj --＝Pjー 2JP氾ij-PtoWj-aj-2約X迄 0
(2.14) j=l, …, 1n 
(2.15) j=l, ・・， m 
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＾ ただし等式は X;>Oのばあいに成立する．珈 ＾
aEi ―=-P汁Pfrj+2PIPi恥~o
＾ ただし等式は E;>Oのばあいに成立する．
aり^^ ＾ ^  ^  pi ―=-Y汁 Xjーユai瓦＋Mj-E溢0
ただし等式は P;>Oのばあいに成立する．
(2.16) j=l, ・，
(2.17) 
(2.12)の Xj+Mj>Oj=l, ・・, m より (2.14) 
かが必ず等式をもってみたされねばならないから
m 
j=l, ・， m 
と (2.15)はいずれ
（
木
村
） ＾ (2.18) P;=min{P1釦， ~p邸＋P』町＋a;+2約X;}
＾ つぎに Xjについては (2.15)より^ 1 
(2.19) X戸 maが0,―-（PjーエRaii-P糾 i四）｝
2約
＾ Ejについては (2.16)より^ 1 (2.20) E戸 max{O,---（rjー一P; 
-2Pi PJ 
) } 
＾ Miについては j=l,・・, m にたいして
{P;<PJ釦ならば就＝0
＾ PiこPf釦ならば M迄0
(2.21) 
j=l, ・，
j=l, ・・, m 
j=l, ・・, m 
m 
最適な (Xj,Mj，恥）においては（2.17)は等式でももってみたされね
ばならないから
＾ ^  ^  ^  X;+M戸 Y汁恥＋ユajixi任意に与えられた PwとPtにたいして（2.18)-(2.22)の解 (P;,X;, 
非負
(2.22) j=l,..., m 
Mj，島）はつぎの反復法 (iteration)によって解くことができる．
の初期値 P1<o>,・・, Pm<O)を仮定してつぎの recusiveformulaから・・・,
P炉， X炉， E炉，
次解を求める．
M炉， …（j=m, .., 1, v=O, 1, ・） の順序で逐
(2.23) P/v+1>=min{P1釦，ヱ Pi(V+1)aij＋Llp炉aij+PwWj+aげ
i>j i云j
2約X炉｝
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(2.24) 
(2.25) 
(2.26) 
定理1.
x;<v+i) = max { 0,
-aj)｝ 
Ej(V+1)=max(O, 
1 
28j 
ー (P;（V+1)＿エ PiV+1)aiiーエPi（ツ）aii-P“Wi
i>i ;i;j 
1 Pj(V+1)． 
一(rj-—
-2Pi PJ 
)} 
M次1-1)=
{Pj（ッ＋1）<PJ釦のばあい 0
Pj(V+1)＝Pぼ jのばあい maz{0, Yj+Ej(V+1)+ 
工ajixi(V+1)＋ヱaiix炉ーXi（ツ十l)}
i>i i云i
『PwとP1が非負の値であり， P炉， X炉， E炉， M炉が任
意の初期値 P1(Ol, P2(0l, …,Pmco)をもつ (2.23)-(2.26)によって決定
されるとすれば (Pi(V). Xj(V). E炉， M炉）は(2.18)-(2.22)の解(P;,
Xj, Ej, Mj) に収束する。』
この定理は解の存在を示している．
〔証明〕 まず最初に
IPj（ッ＋l)_p炉 1；L1IP;（ソ＋1） -Pi(II)|aij＋~ IP炉ーPi（ツー1)iaij
i>j iニj
が成立することを以下の四ケースについて考察する．
(2.27) 
ケース1. Pj（叶l)<P,釦， pi（ツ）~~.P炉卯＋エ Pj（ツー1)aii+PwWj+aj
j>i j云i
(2.23) と
Pi（ッ＋1) ＝（エ Pi(V+1)au ＋~p炉如＋P叩＋叫＋（Pj(V) ＿図 P炉aii
i>i 迄 i i>j 
ーエPj（リー1)aij-PwWj-aj)
jニj
:. IP/V+l)_p炉 l=I区 (P1（ツ十ll_p炉）aii+＞（Pj(V)-Pi(V-l)）aii| 
i>i i云j
ニエ IPi(V+1)-Pi（ツ）向＋~IP1(ツ)-P;(v-l) la1; 
i>j i云j
Pj(V+1)＜PIgj, P炉＜~p炉如＋~.P1｛ツー1)aij+PwW汁aj
i>i i三i
より X炉＝0, また (2.23)
ケース2.
(2.24) とより
このケースでは (2.24) より P炉 ＝Pf釦，
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したがって P炉 ＞Pj（ッ＋l), かくして
0手Pj(v)_p化＋1>=P1釦ー（エ Pj(V+1如＋ l::JPぎ如＋P叩＋aj+
i>i i云i
2約X炉）＝PJ釦一（・工Pi(V+1)aij＋エP炉aij+P叩＋aj)＜（エ P炉aij+
I>J i三i i>i 
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工Pi（リー1)aii+PwWj＋叫ー（エ Pi(V+1)卯＋L)p炉aii+Pww;+a;) = 
;,; - - -. i>i - i:&i 
ヱ (Pi(μ)-Pi(V+1)）ai＋ヱ （Pj（ツーl)_p炉）aij
i>i i手i
. IP;（ッ＋l)_p炉 l<2|Pi（叶l)_p炉 laij十刃 IPj(V)-Pj(µ—1)|au
i>i・． i三i
Pj(V+1)=Pば j, pi(V)~~p炉aii十ヱ Pi（ツー1)aij+P叩＋aj
i>i -i:a.i 
0手Pj(V+1)-P炉ニ（エ Pi(V+1)aij+2P炉aij+PwWj+PwWj+aj)-
i>i iニi
（~p炉au＋ヱ Pi（リー1)aij+P叩＋叫＝エ (Pi(V+1)aij-P炉）aij+
i>i iニi i>i 
Ll (P;(ツ)-Pi（リー1)）aij かくして（2.27)が成立する．
iニi
•ケース4.
ケース3.
（
木
村
）
Pj（ツ十l)=P,g;,p炉＜LlP炉aij十工 P;（Vー1)aii+PwWi+aj
i>i i； 
このばあい Pj(U)=PI釦＝p/v+ll, (2.27)が成立すること自明である．
以上四ケースについて（2.27)が成立することをみてきた．
ぎのことを意味している．
このことはつ
(2.28) IPj(V+1)-P炉 l~KOり (v=O, 1, 2,…;j=l,…, m) 
ただしKはある正数で(}=加仰ヱaii<1
• 9 、 である． (2.28)の証明は帰納法
によって行われる．
いま te=O,1, …, JIー1;j=l, ・・, m あるいは te=v;j=i+l, …，加
にたいして
(2.27)より
Pj(£+1)-Pj（に）~KOに が成立すると仮定する． そうすれば，
IP沢＋1） -P炉 1~.~.IP炉＋l)_p炉 laii+工 |Pi(ツ)-Pi(JIー1)|aii
＞ヽ9 ；i 
~KO" エ．卯＋KO，，ー1 エ aiiニKo，，ー1xaiiニKo，，ー初ax ヱaij=Ko，，ー10=
i>J iニj
一
四
k(}＂ 
(2.28) 式は (2.6) の ~a;;<l, したがって ()=m叩~a;;<l なることよ
り， y→00 ならば IP/V+l)_p凡→0,すなわち（P炉，…， Pm(v)）はた
とえば (P1,・・, Pm)に収束する． (2.24), (2.25), (2.26)によって，
x炉， E炉， M；（ツ）はそれぞれたとえば Xi,Ej, Mjへ収束する． (Pi, 
Xi, Mi, Ej)は条件（2.18)-(2.22)を満足する．
この定理1は解の存在を証明しているが，解の一意性についてわたくし
q.e.d. 
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のやり方で証明してみる．
共に(2.18)をみたす二つの異なった解 (P1,・・, Pm)と(P1',…， Pm')
が存在すると仮定し，帰謬法によって証明すれば，
＾ P;=min{PJgj， ~p邸＋PwWj＋の＋2約X介＝min{A, B} 
＾ P/=min{PJgj, ~P/ a;;+ Pww;+a;+2約Xサ＝min{A,C} 
と表わして，
P;=A, P';=Aのばあい， A<B,A<Cより
P;=A, P/=Cのばあい， A<B,A>Cより
P;=B, P/=Aのばあい， A>B,A<Cより
Pi=B, P/=Cのばあい， A>B,A>Cより
IA-Al~IB-CI 
IA-Cl<IB-CI. 
IB-Al<IB-CI. 
IB-CI = IB-CI. 
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A=B, A=Cのばあいをも考慮すれば一般的に表わして，
＾ \Pi-P/1~\ （2-::P叩＋PwWj泣j+2{3必）一（~P/a;;+PwWj+aj+
＾ 2約Xi)I= \2-::(P;-P/)a;j|~~\P;-P/\au 
ここでわれわれほ ma_xlP;-P/l>Oを仮定しているから，
そして B<lであることより，
()= mqx~a;j, 
J'  
IPj-Pi'1ニヱ IPi-P[|aij<maxIPi-Pi'1工ai
<m_ax IP;-P/ lmr,ix~a;j=max IP;-P/ I B<~ax IP;-P/ I j=l,…,m 
1'  
そしてこれは矛盾である．かくして解は一意であり， したがって条件
(2.18)-(2.22)をみたす解 (Pi,Xi, Mi，恥）は一意的に決定される．
『P1,...,Pmが (2.18)-2.22)によって決定されるとするな
らば，非負の Pw,Pf fまつぎのばあいにのみ最適 shadowprice P1,・，
Pm, Pw, Pfを決定する．
L(Pw, Pf)~L 
D(Pw, Pf)~D 
定理2.
(2.29) 
(2.30) 
(2.31) 
一
五
Pw(L-L(Pw, P1)) +P1(D-D(Pw, P1)) =O 
ただし， L(Pw, P1) ＝~wぷj, D(Pw, pJ) ＝~giMiー~h品と定義さ
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れている。』
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KUHN-TUCKERの補助定理 1の(2)より
如 ー一
8Pw 
=L-L(Pw, P1)ニ0,
珈 ー一
8PJ 
=D-D(Pw, P1)ニ0,
と (2.33) とより
瓦 [L-L（瓦，朽）］＋朽[D-D（瓦，朽）］＝0
(2.32) 
(2.33) 
(2.32) 
（
木
村
）
朽）に対応するものとしよう．
さて，（P”,PJ)は（2.29)-(2.31)をみたし， Pi,Xi, Mi, Ei fま (Pw,
(2.29)と・ (2.30)は（幻， Mj,瓦）が到達
可能な活動水準ベクトルであることを意味している．いま任意の到達可能
なペクトル (Xi,Mi，恥）にたいして
ー4lcぷj三¢(X,}）函¢(玄,}） 
なぜならば，元は必~o の条件のもとで <p(x, p）を最大に
するからである．他方，（2.31)は (2.22)と一緒にして
¢(X, P) ＝—辛j幻
(2.34) 
が成立する．
(2.35) 
を意味している．
(2.34)と(2.35)とより任意の到達可能なバこかんして
ー~cぷj~一~Cj瓦．．．匹X迄~cぷj
なお瓦と西は勾配法（Gradientmethod)によって求めることもで
(2.36) q.e.d. 
きるが，
ろう．
われわれは適当な補間法 (interpolation)によって接近するであ
一
六
このケースの模型は一般均衡模型であり，解は均衡帰属価格
Pj, pw, pJと最適活動水準 Xj,Mj, Ejによって与えられる． 均衡条
件はケースAの (2.18)-(2.22)および (2.29)-(2.31)を考慮して
Pj, pw, pJ, Xj, Mj, E迄0 j=l,…， m 
P;=min{P1g;, ~p邸＋PwWj+aj+2釦Xj}
1 Xj=max{0, --（Pjー~p氾ij-P迎j-aj)}
28j 
ケースB
(2.37) 
(2.38) 
(2.39) 
j=l,…. m 
j=l, ・・, m 
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(2.40) 
(2.41) 
(2.42) 
(2.43) 
(2.44) 
(2.45) 
1 
恥max{O, —(m--
Pj 
) } 
-2p; "・1 Pt 
叫jく珈•ならば Mj=0
迄PJgjならば M迄0
Xj+Mj-Ei一~a心＝Y;(P1, …,Pm,Pw,Pt)
~WjXぷL
1 
~giM;—訊Ei~D
9 1 
Pw[L-L(Pw, p分］＋P1[D-D(Pw,P1)J=O 
として一意的に決定される．
(2.23)を用いる．
よって決定される．
以上I,
それを求めるには
j=l,..., m 
j=l,…， m 
j=l,…， m 
任意の非負値 P,o,Pt tこたいして， p1, …,Pm~ま（2.38) にかんする解
． 
recursive formula 
ついで他の量的解 Xi,Mi, Ei ~ま（2.19) -(2.22)に
具体的（仮設的）な数値をあげて計算方法やその計算結果を考察しよう．
注（4) 総資本量をKiとすれば， K;=aiX汁約Xfという二次函数を仮定すれば，
資本投入係数は c;=K;/X;=a汁約Xj， また限界資本投入係数は
c;*=dKi/dXi=ai+2約Xjとなる．
(5) 拙稿『要素価格均等化理論ーサミュニルソンから非線型計画理論ヘー』関西
大学商学論集第七巻第四号参照． 証明を省略して 1<.UHN-TUCKER [5]の定理
を述べる．
1. 鞍値問題 ¢(x, u) を成分 Xjこo をもっ n 次元ベクトル“と成分 U.1~0
をもつm次元ベクトル Uの微分可能函数であるとしよう．定点 x゚ とがでのこ
の函数の偏微係数を ¢°z=［8¢/8Xir,¢．゚＝［蒻／Bu』゜とする． ここで ¢°zは
n次元ベクトルで ¢°“iまm次元ベクトルである． また (x°,u゚ ）はもしもが
;,;;o, u゚;,;;oですべてのぶ迎， u;,;;oにたいして t/J(x,u゚）ニ¢(x°,u゚）三
¢(x°, u)すなわち t/J(x',u')=min max,/J(x, u)=max min (x, u)である
“函“益 X迎 U却
ならば “;,;;o,u;,;;oにおける ¢(x,u)の鞍点とよばれる．かくして鞍値問題
とは『すべての必盗0,uこ0にかんして， ¢（x, u°)ニ¢(X',u゚）ニ¢(x°,u) 
となるような非負のベクトル“゜と U゚ を見出すこと』である．
補助定理1.
『(1) ,P:,゚三0,¢°z'ェ゚＝0, X゜~o
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Iにおいてわれわれは理論的考察をおわった．以下においては，
一七
455 
後
進
国
経
済
開
発
計
画
と
外
資
（
木
村
）
一
八
(2) 釦゜~o. ¢0.'x0=0, u゜~o
なる条件は“゜と U゚ が鞍値問題の解となるなめの必要条件である．』
補助定理2.
『条件(1),(2)および，すべてのぶ,;;O,u~O にかんして
(3) ¢(x, u•)ニ¢(x°, u゚）＋¢°z'（xーが）
(4) ¢(x°, u)~¢(x0, u゚）＋出01(u-u0)
はェ゚ と U゚ が鞍値問題の解となるための十分条件である．』
2. 不等式制約条件付最大問題． X→u=F“ を非負n次元ベクトル“のm次
元ベクトル Uへの微分可能な写像とする．すなわちF“は成分fl(x)，…fm(x)
が必~o にたいして定義された“の微分可能な函数であるところのm次元ベク
トルである． g(x) を名~o にたいして定義されたズの微分可能な函数である
としよう．“゜における偏微係数を F゚＝［8fh18m]°,g゚＝［og/8m]゚ としよう．
ここで F° は mXn行列， g° tまn次元ベクトルである．
最大問題『Fx~O, ぷ~o によって制約された g(x) を最大ならしめる X゜を見
出すこと』
制約集合にかんする制限． x゜が Fx~O, x~O を満足している点 X の制約集合
の境界に属しているとしよう．不等式 F£三0,Ix°三0(Iはn次の恒等行列）
が F1x0=0,I江゚ ＝0と F江゚ ＞0, I江゚ ＞0 に分離されているとしよう．制約
集合の境界の各ェ゜にたいして一次同次不等式
(5) 恥゚ dぷ,;;O, l1dぶ~o
を満足する任意のベクトル微分 dxは制約集合に含まれる弧にたいする接線で
あることが仮定されるであろう．すなわち(5)を満足する任意の dxにたいして
x0=a(O)および [da/d!J]゚＝idzとなるようなある正のスカラーiをもつ制約
集合に含まれた微分可能な弧 x=a(IJ),~/J~l が対応する．この仮定は外部
に向く尖点 (cusp)のような制約集合の境界上の特異点を除外するよう企図さ
れている．たとえば (l-x1)8-x2~0, 功~0, X2~0 
によって決定された二次元における制約集合は境界点ふ゜＝1,X2゚＝0では上
述の制限を満足しない．けだしそれはこの点から導かれる dx1=l,dx2=0の
方向への弧を含まないからである．そのような特異点では定理1における条件
(1)はいかなる U゚ にたいしても妥当しない．たとえば g(x)==X1のばあいがそ
うである．
さて，ベクトル Uをm個の非負ラグラソジ乗数からなる集合としてあっかい，
函数 ¢(x,u)=g(x)+u'Fxをつくると， ¢s゚＝g゚＋F01u゚，釦゚ ＝Fがである．
定理 1 『ぷが最大問題の解であるたあには£とある u• が ¢(x, u)==g(x) 
+u'Fxにたいして条件（1）と(2)を満足させることが必要条件である．』
定理2 『X゚ が最大問題の解であるためには，元゜とある U゚が ¢(x,u)==g(x) 
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+u'Fxにたいして条件(1),(2)および(3)を満足することが十分条件である．』
3. 凸函数，凹函数，同値性定理。
定義『函数 f(x) はもし O~fJ~l および f(x) の（凸）定義域におけるすべ
てのがと X にたいして (1-fJ)f(x°) ＋0f(x)~/{(1-fJ)ぷ十 fJx} であるなら
ば凸である．函数 f(x)は一f(x)が凸ならば凹である．』
補助定理 3. 『f(x)が凸でかつ微分可能ならば定義域におけるすべての X゚
と Xiこたいして f(x)~f（ぶ）＋f゜＇（x-ぷ）である． f(x) が凹であるならば
不等号の向きは逆である．』
定理 3. （同値性定理） 『函数 /1(x), …， fm(x),g(x)は石;;oにたいし
て微分可能でかつ凹であるとすると， x0Iまぷとある U が゚ </>(x,u)==g(x)+ 
u'Fx ~こたいして鞍値問題の解を与えるばあいにのみ最大問題の解である．』
(6) CHNERY AND UZA WA  [2]はつぎの三ケースに分けている．
ケース I.Y;, L, D, W;, 約が正の定数で Cjは非負の定数である．
ケース I[. L, D, W;, 約が正の定数で Cjは非負の定数であるが Yjしま帰属
価格 P1,．．, p,n, pW, pJの函数である。
ケース皿． Y;, L, D, W;, 約が正の定数で Cjとcドは， Cj＝の＋j3ぷj,
Cj*=a·-； +28ぷj 知，釦~o)．本稿でとりあげているのはつぎのケースである．
ケースAでは CHENERYAND UZAWA のケース][の紹介とわたくし自身の解
説をつけ加えた． ・
ケース Bでは CHENERYAND UZAWAのケース I[と][の折衷を試みた．
(I) 
圃．数値例による説明
巨視的模型ー外資所要額の算定
初期値． No=500万人， Yo=25,000百万ドル， Yo/No=50ドル．
係数値． a=0.014,r=0.4, s=0.08, /3=0.02,第 1次 5カ年について
Cy=6.87, C,=2,700,第2次5カ年について Cy=5.15,C戸 1,500,、
を第1次 5カ年と第2次 5カ年とで異なった値を用いているが，Cy, CI 
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一九
その理由は，計画当初では電力，運輸通信などの建設基礎産業および生活
資料の獲保のための農業への投資配分率が他の部門に比して高くされ，
いである程度これら産業が伸展した後では， その国が比較優位をもち，
つ
し
たがって国際収支改善に役立つ産業とか， 限界資本・労働比率が比較的低
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く， したがって厖用増加に役立つ産業など（例えば織物，織物以外の産業）
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への投資配分率が他の部門に比して高くされると考えるからである．資本
係数 Cyについてみれば，
運輸通信
第 1次 5カ年の投資配分率（%)
第 2次 5カ年の投資配分率（％）
資本係数
30 
20 
10 
農業
30 
20 
4 
電力
15 
10 
15 
織物以外の産業
20 
40 
2 
織物
5 
10 
0.5 
（
木
村
）
この表より全産業を投資配分率で加重平均した資本係数は第 1次 5カ年
計画については6.87,第2次 5カ年については5.15となる． 以上の初期値
と係数値とより計算すればつぎの第 1表と第2表の結果を得る．
第 2表では，△Nwl2l=2百万人と仮定している．
ケースA
第 1表 ケース I.Aの計算値
ただし，
―10 
I 単位 i初期値 年1 | 2 | 3 | 4 | 5 | I 6 I 7 I s I 9 I 10
人 口 N 百万人 500 507 514 521 528 535 I 543 551 559 567 575 
人口増加 △N II 7 7 7 7 7 8 8 8 8 8 
労働人口増加△No, II 2.8 2.8 2.8 2.8 2.8 3.2 3.2 3.2 3.2 3.2 
1人当り所得 Y/N ドル 50 51 52 53 54 55, 56 57 59 60 61 
i 
国民所得 y 百万ドル 25,000 25,857 26,728 27,613 28,512 29,425 30,408 31,407 32,981 34,020 35,075 
： 
国民所得増加 △Y ” 857 871 885 
899 913: 983 999 1,574 1,039 1,055 
必要投資 I ” 5,888 5,984 
6,080 6,176 6,272 5,063 5,145 8,106 5,351 5,433 
貯 蓄 s ， 2,069 2,138 2,209 2,281 2,354 2,433 2,513 2,638 2,722 2,806 
必要外資 r-s ” 3,819 
3,846 3,871 3,895 3,918 2,630 2,632 5,468 2,629 2,627 
雇用増加 △L 百万人 2.18 2.22 2.25 2.29 2.32 I 3.38 3.43 5.40 3.57 3.62 
失業増加△Na)—△ L ” |。．62 0
.58 0.55 0.51 0.48 -0.18 -0.23 -2.2 -0.37 -0.42 
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ケースB
第2表 ケース I.Bの計算値
！単位 1初期値年 1 | 2 | 3 | 4 | 5 [| 7 | 8 | ， | 10 
5人 500 507 514 521 528 535 - 543 5511: 567 575 
人口増加 △N I 1 
経常労傲人
:I 51:I 52:1 52:I 53:11 54:1 ss:I 55:1 」8
ロ増加 △N砂 1 I I 2.oj ;,.oj "・"I "•"I "・" 
農業より移 1 | | 1 
転労働人口
• Nw(•)” 
△Nw(1)＋△;.,,., I / I I 4.81 4.81 4.81 4.8! 4.811 5.21 5.21 5．が s.21・ 5.2 
1人当り所得 YIN ドル 50 53 56 59 621 64| 66 68 70 71 73 
国民所得 Y 百万ドル 25,00026.88628,77230,65832,544134,430|35,94537,46038,97540,49,042,005 
国民所得増加 △YI " I 1 1,88611,8861 1,8861 1,8861 1,886 
必要投資 I I / I ll12,960l12,960l12,960l12,960l12,960II 7,8001 7,8001 7,8001 7,8001 7,800: 
貯蓄 s I " I I2.15012,30212,45312.604l 2.154il 2.87612,99713.11813,23913,3601 
必要外資 I-SI I I ll10,809ll0,658ll0,507ll0,356l10,206II 4,9241 4,9031 4,6821 4,5611 4,440 
百：；  51 
.‘
 71 
乙．8 28 2.8 
2
 
2
 
(]I） 多部門模型ー最適資源配置問題
冶金，運輸，石油，化学，鉱山，電力より集計され，
ビスよりとられる．
が，
る．
8
 
3.2 
ヮ》
8
 
3.2 
2
 
3.21 3.2 
2~ 
マトリックスを想定する．体系は記号でもって第 3表で表わされている．
未説明の記号のみあげれば， Cりは輸出財jの資本投入係数で，
2
 
部門を 1.完成財， 2.食物及び農業， 3.基礎原料， 4．サービスに分つ．
これらは例えば完成財部門は衣服，織物，建設，機械，その他の工業より
集計され，食物及び農業部門は食物，農業より集計され，甚礎原料部門は
サービス部門はサー
皿では輸出財生産活動を生産活動に含めて考えられた
これは両者は同一部門に属しているものについて，財投入係数 aijと労働
投入係数 WjVま同じであるが，資本投入係数を異にするとみなすためであ
なおサービス部門の輸出入はないものとし，技術マトリックスは三角
Ciは国内
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•ここでは生産活動を国内向生産活動と輸出財生産活動に分けて考える．
向財の資本投入係数で，
水準を示している．
Xjは輸出財生産を含んでいない国内向生産活動
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表
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制
輸入活動 輸出活動 約
ベ
ク、
M1 狛 M3M4 恥 E2 恥 E, ト
Jレ
1 1 Y1 
1 I 1 I Y2 
1 I 1 I Ya 
Y, 
-g1-g2-g3 h1 わ h -D i 
0 0 o I o o O I -L 
a21=0.l, a31=0.2, a32=0.l, a41=0.2, a42=0.3, a43=Q.l, g1=l.O, 
g2=l.l, ga=l.0, h1=r1+p1E1=1-0.005E1, 加＝r2+P2恥＝1.1-
0.001E2, h3=r3+P3恥＝1.0-0.0lEa,W1 =1.5, w2=0.l, wa=0.6, W4=3.0, 
c1=.a1十ふX1=1.0+0.002X1, C2＝四＋必X2=l.l +O.OOlX2, C3=a3+ 
必X3=2.0+0.004Xa, c4=a4+{34X4=0.4+0.0005X4, ci'=l.40, 
I C2 = 
1.60, ca'=2.70, 
L=2,200, 
0.008Xぁ
である．
D=O, 
c/=0.60, Y1=250, 
c1*=1.0+0.004X1, 
Y2=350, Y3=100, Y4=300, 
cげ＝0.4+0.001X4.
c2*=l.l +0.002X2, ca*=2.0+ 
ここで Cドは国内向財の限界資本投入係数
ケースA まず労働と外国為替の shadowpriceを仮定する． 外国為
替の各 shadow priceに対応している最適解においては，各財について
三つの可能性が存在している．すなわち，輸入のみ，輸入と国内生産， 生
産のみ． それらを区別するために，何らかの輸入の存在している部門をM
セククーとよび，
反復 a 第 1,
国内生産のみの部門をDセクターとよぶ．
2, 3部門をMセクター，第4部門をDセククーと仮定
してはじめることとする． 初期の外国為替 shadowprice P1=2.0, 労
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働の shadowprice Pw=Oと仮定する．
1. 価格解を求める． Mセククーは
(3.1) P;=g;Pt 
Dセククーは
P戸Cj* ＋~a;;P;+WjPw
によって決定される．初期値 x4°=400と仮定して， P1=1.0X2.0=2.0,
(3.2) 
P←1.1X2.0=2.2,恥＝1.0X2.0=2.0, P4=0.4+0.001X04=0.4+0.001 
X400=0.8 
2. 輸出量を求める．輸出向生産と国内向生産とは異なった活動とみな
されているから，輸出水準は (3.3)式より決定される．
た財の shadowpriceの代りに限界生産費朽が使われている．
E戸 riPIP1 -．＊' 
-2PiPI' 
P戸 Cj 十工aiiR+Wjp”
ここで Cj*'は輸出セククーの j部門の限界資本投入係数であるが，
ここでは輸出され
(3.3) 
と仮定されているからその資本投入係数 Cj'に等しい．
区＝1.4+0.l x 2.2+0.2x2.o+o. 2 xo.s=2.1s，瓦＝1.6+0.1X2.0+
0.3X0.8=2.04,瓦＝2.70+0.lX0.8=2. 78，瓦＝0.6,E1= -9 
:. E1=0, E2=40, E3=-19.5 
3. 
(3.1), 
(3.4) 
:. Ea=O, E4しま仮定により 0.
Mセククーの国内向生産水準を求める．
定数
これは限界生産費と輸入費
用を均等ならしめるような国内向生産水準を見出すことであるから，
(3.2)および cド＝aj+2約Xjより，
謹 I-（エai尼＋w心）一aj
X戸‘
28j 
かくして X戸 5,X戸 330,X3=-10. •. x3=0. 
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4. Dセククーの生産水準とMセククーの輸入水準を求める．
X4=Yけ~a41(X叶E1) =300+0.2X55+0.3X370=422 
Mi=Y汁恥＋瓦(X叶 Ej)-（X斤恥）
M1=250-55=195 
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M2=350+40+0.1X55-370=25.5号 26
M戸 100+0.2X55+0.1 X 370=148 
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5. 外国為替と労働の超過需要を計算する． 外国為替の超過需要＝
M屯1+M2g2+M如一（l.l -O.OOlE2) E戸 195Xl+26Xl.l +148Xl.0-
(1.1-0.001X40) X40=330 
6. 
（
木
村
）
反復b
労働の超過需要＝工Wj(Xj+Ej)-L=-889
資本所要量は， ~cぷj十工Cj’恥＝855
反復aでは外国為替は超過需要で，労働は超過供給であるから
ここでは P1=2.1,Pw=Oとして計算する． ここではMセククーを第 1,
3部門， Dセククーを第2, 4部門とする． c2* と C4*の計算にあたって
は反復aのX2とx4を用いる． 以後の演算は反復aと同じ要領で行えば
よい．反復 C' d, e ， fについても同様である． これらの諸結果は第4
表にまとめられている．解を求めるには反復eとfの外国為替の超過需要
は20の変化で， pfしま0.05の変化が記録されているから内挿法で解は Pt=
2.76が適当である． P1=2.76にたいする最適解の値は第4表の解の欄に
示している．
れている．
なお，外国為替の超過需要の変化と PJの解は第 1図に画か
われわれのこの計算は D=Oのもとに行ったものであるが， もしも与え
られた外資制約が D=Oではなく D=138であったとすれば，第 1図の外
国為替供給曲線は138だけ右方にシフトし， PJの解は 2.4で，反復Cの諸
値が解となる． かくして，外資＝貿易入超がいかほど見積られうるかとい
ニ
四
うことは， もしその国が，開発計画において，資源を最適に配置する一一
ここでは外資制約も含めた (2.2)-(2.5) の制約のもとで必要資本量を最
小にしようと計画する—―ことを意図するならば， 国内向生産水準，輸出
入水準の最適水準， したがって産業構造と，必要資本量ならびに投資配分
率が規定せられかつそれらは最適なものとみなされる．第 5表で外資制約
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D=Oと D=138のケースを例示的に示すこととする．
第4表 ケース Il.Aの解
反 復
a I b | C I d I e | f I解
I P, 
2 0 1 
2.1 2.4 2. 7 2.75 2.8 2.76 
価 P, 0.8 0.82 0.84 0.88 0.91 0.91 0.91 
格
p3 2.0 2.1 2.4 2.7 2.75 2.8 2.76 
P2 2.2 2.22 2.31 2.36 2.39 2.4 2.39 
解 p1 2.0 2.1 2.4 2.7 2.75 2.8 2.76 
開1:I 4~ I 6~ I 11: I 13 I 1154 9 15 I 14 155 166 161 
X1 55 74 130 187 195 205 197 
菰 M1 195 176 120 63 55 45 53 
X2 330 357 364 370 371 372 371 
的 M2 26 
゜ ゜ ゜ ゜ ゜゜x3 ゜
2 40 77 82 89 84 
解 M, 148 155 135 116 113 109 111 
x,(400) 422 440 475 505 509 514 510 
外誓替 1供需超過謡給要
42 62 117 159 163 169 I 164 
372 331 255 179 168 154 164 
330 269 138 20 5 ー15 0 
労働超過術要Iー815 I -727 | -522 | -286 | -257 I -221 1-250 
必要賓本町 855 I 978 I 1,275 | 1,574 I 1,615 I 1,671 11,628 
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出所： CHENERAND UZAWA [ 2] p. 215 TableV 
ただしわたくしの計節にもとずき数値は荘干修正した．また解 P,=2.76にたいする諸蚊辿値と労働超
過需要品を引箆追記した． Mセクターは反復 aでは第 1,2, 3部門，反復 b以後は第 1, 3部門である．
PI' 
2.8 
2.75 
2.7 
2.76 
r r D=Oの制約のもとでの
ヽ 解 (Pf=2.76)
e 
d 
2.4 
2,1 
2.0 .f
4
2
 
100 200 300 
二
五
外国為替
第 ー 図
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第 5表 産業構造と投式配合率
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1．完成財 |2．食物及股業13-基礎原料 14．サービス 1合 計
産向生国内 産生輸向出 入翰 生産国内向 生産輸向/tiI 入l喩 産向生国内 生産輸向出 入輸 産向生国内 生産向輸出 入翰 産向生国内 南輸向生出 入輸
ヒ >iI 量I994,4叫叫961|i •4 i叫590|。1叫，滋9|’“ 
I 
劣 14.71.0I/J21.1l12.ol/le.sl ol/138.1 。1/1 10 I/ 
゜の 泣 I2751 20l/l s4J 2sal/l 196 。|/|341。|／|1,6291/ケ
I 
彩 |169| 1.2|／13.5|15.8|／|l2.0|。1/120.51ol/1 10 I/ ス
ヒ I 抵 I130 sl 120 3641 14 ol 401。|13514751。1。|1,128i 25 』器 彩 |1.510.4j/j32.3j10.1j/j 3,51。|/|42.1 。1/1 10 I/ 
の， :!il: |1641外／1531 182|/| 86| oi/| 301。i/|1,275 |／ ケI 
彩 I12.9|o.6|／141.8|14.3|／| 6.7| 0|／123.81。|／|100I/ ス
産業棉造の劣と投脊配分の益と彩には輸入は含めない．
ケースB ここでは諸帰属価格，輸出水準およびMセククーの国内向生
産水準の決定はケースAと同じ計算手続によればよい． ついで最終需要
Yj Vま帰属価格の函数とされているから，
ーな需要函数を想定する．
われわれはつぎのようなリニャ
(3.5) Y/=Yj゚ー釦(Pjt-P])＝Yf-0心P八 j=I,..., 4 
以下の計算においては， pj゚ を第 4表の反復aの価格解と同じであるとし，
前ケースと同様に Y1゚＝250, y2゚＝350, Yぶ＝100, Y/=300, D=O, 
L=220と仮定する． また。1=300, 0戸 1,000,0戸 50,04=1,000とす
る．第 6表は反復dが最適解なることを示している． 以下， 前ケースと同
様な方法で，例えば外資が反復bの232であるとすれば反復bが最適解と
二
六
なる． なお，産業構造，投資配分率の計算も同様に行うことができるが，
ここでは略する．
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第 6表 ケース II.Bの解
反 復
a | b | C | d 
P, 2.0 2.1 2.35 2.4 
価 p, 0.8 0.82 0.81 0.85 
格 p3 2.0 2.1 2.35 2.4 
解
P2 2.2 2.22 2.25 2.17 
P, 2.0 2.1 2.35 2.36 
最 y4 300 280 310 250 
終 Y, 100 95 83 80 
需 Y2 350 330 300 320 
要
Y, 250 220 145 142 
:1 E1 | I゚ ゚ I 4 I 6 E2 40 60 70 114 
X1 55 74 124 142 
凪
M1 195 146 21 
゜x2 330 337 287 305 的 M2 26 
゜ ゜ ゜x3 ゜
2 34 39 
解
M3 148 148 110 113 
x, (400) I 422 414 446 410 
外誓替 ＼ 供需超 過 需 給要
42 
I 
62 72 113 
372 294 131 113 
330 232 59 
゜労働の超過需要 I -815 | -806 | -614 I -683 
資本所要址 I855 I 518 I 1,021 I 1,134 
後
進
国
経
済
開
発
計
画
と
外
資
（
木
村
）
反復 aでほ第 1, 2, 3部門を，反復b, Cでは第 1, 3部門をMセクターとす
る． dでは第 3部門のみをMセクターとする．
すべての反復において Pw=Oである．
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